
福祉サービスを利用していて

困った
ことや悩ん

でいることはありませんか？困った
ことや悩ん

でいることはありませんか？

ケガをしたのに
謝罪してもらえない

自分が思っていたような
サービスが受けられない 職員の態度や言葉づかいに

傷ついてしまった

サービス内容について
わかりやすい言葉で
説明してもらいたい

福祉サービス苦情解決委員会とは
　社会福祉法第83条にもとづき、福祉サービスについての苦情を適切に解決するために全国の
都道府県社会福祉協議会に設置されている委員会です。
　苦情の解決をはかることによって、よりよい福祉サービスの提供を促し、利用者を守る役割を
もっています。
［対象となる福祉サービスの範囲］社会福祉法第2条に規定する社会福祉事業において提供されるサービス

福祉サービス苦情解決委員会にお気軽にご相談ください。

福祉サービスを受けている事業者にご相談ください。

　委員会では、相談者と事業者の双方の話し合いによる解決をめざし、相談援助、事業所への
聞き取り、話し合いの機会を設けるなど、苦情解決のお手伝いをいたします。

　不満や悩み、疑問に思っていることなど、モヤモヤした気持ちが大きくならないうちに、まずは
福祉サービスを受けている事業者に気軽に話してみてください。
　事業者は「苦情解決責任者」と「苦情受付担当者」を設置し、利用者からの苦情の適切な解決
に努めることになっています。
　また、事業者の中には、客観性を確保するために、職員以外の方を「第三者委員」として設置
し、話し合いに立ち会ったり助言を行ったり、苦情解決のために積極的な役割を果たしてもらって
いるところが増えています。

それでも解決しなかった場合や、
事業者に直接言い出しにくいときは、

このような場合には、まず

運営適正化委員会での苦情解決の手順

苦情相談の受付
　来所、電話、FAX、メール、手紙のいずれかでも受け付けて
います。
（来所は中止する場合があります。事前連絡が必要です。）

話し合いの場
　委員会で検討したうえで
必要に応じて、相談者と事業
者との話し合いの場の機会
を設けます。

相談援助
　窓口で相談内容を傾聴します。相談者の意向を確かめた上で、
必要に応じて相談者へ助言します。
　また、相談内容に応じた方法を検討します。

事業者等への聞き取り
苦情内容の伝達

　相談者からの相談内容の事実確認
をする必要がある場合、委員や事務
局の担当職員が関係者へ聞き取りを
します。事業者へ苦情内容と気もち
を伝えます。

知事への通知
　利用者への虐待や重大な法令違反である場合は、
委員会で検討しすみやかに大阪府知事に通知し、
行政による調査・指導・監査を求めます。
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